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「愛知県における環境影響評価制度のあり方について（中間とりまとめ）」に対する県民意見の募集結果について 

 

 

 「愛知県における環境影響評価制度のあり方について（中間とりまとめ）」について県民の皆様から御意見を募集しましたが、意見の概要及び意

見に対する愛知県環境審議会総合政策部会の考え方は次のとおりです。 

 

１ 意見募集期間 

平成２４年４月６日（金）から平成２４年５月７日（月）まで 

 

２ 意見募集の周知方法 

（１）県政記者クラブへの記者発表 

（２）愛知県のウェブサイトへの掲載 

（３）愛知県環境部環境活動推進課及び各県民生活プラザでの閲覧 

 

３ 意見募集の結果 

（１）意見の提出者数：３通（電子メール２通、持参１通） 

（２）意見の件数：１５件 

 

４ 意見の概要及び意見に対する部会の考え方 

  次頁のとおり 
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番号 該 当 項 目 意見の概要 部会の考え方 

１ 

２（１）ア 

配慮書手続の必要性 

 配慮書手続を愛知県環境影響評価条例（平成10年愛知

県条例第 47 号。以下「条例」という。）に導入すること

について賛成である。 

 「愛知県における環境影響評価制度のあり方について

（中間とりまとめ）」（以下「中間とりまとめ」という。）

の内容に賛成の御意見と理解します。 

 

２ 

 事業の意義・必要性やその理由を丁寧に説明するため、

配慮書についての説明会の開催を義務付けるべきであ

る。現に環境影響評価法の一部を改正する法律（平成23

年法律第 27 号。以下「改正法」という。）では、次の段

階の方法書については、説明会の開催を義務付けたほど

であり、説明会の重要性は誰もが認めるものとなってい

る。 

 法の対象事業には配慮書説明会が義務付けられていな

いにもかかわらず、条例の対象事業のみに義務付けるこ

とは、著しく合理性に欠けると考えます。 

 環境影響評価法（平成9年法律第47号。以下「法」と

いう。）第 61 条の規定により、条例は、法律で定められ

た手続を変更し、又は手続の進行を妨げるような形で、

事業者に義務を課すことはできません。 

 

３ 

２（１）オ（イ） 

配慮書の送付・公表 

 配慮書の公表の方法について、方法書等と同様にウェ

ブサイトへの掲載を義務付けるべきである。 

 配慮書の公表の方法は、図書を縦覧に供すること及び

事業者のウェブサイトへ掲載することが適当と考えてお

ります。 

 単なる例示と誤解されないよう、修正します。 

 

４ 

２（１）オ（ウ） 

意見聴取 

 配慮書の案又は配慮書についての一般からの意見につ

いては、事業者により意見が黙殺されることなどを防ぐ

ため、全て県知事が受け付け、その内容を把握した上で、

それを事業者に送付する制度にすべきである。この点は、

方法書及び準備書についても同様である。 

 また、事業者が一般からの意見を軽々しく扱う傾向が

あることから、県知事が全ての意見を把握した上で、事

業者を指導することを追加すべきである。 

 

 法は、事業者に一定の手続を履行させることによって、

事業者において自主的に環境保全上の適正な配慮がなさ

れることを期するというセルフコントロールの考え方を

基礎としています。 

 条例においても法と同様に、事業者自らが一般からの

意見を把握した上で対応することが適当と考えます。 
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番号 該 当 項 目 意見の概要 部会の考え方 

５ 

２（２） 

方法書の周知方法

（要約書の作成・説

明会の開催） 

 

 方法書を要約した書類の作成や、方法書段階における

説明会の開催を義務付けることについて賛成である。 

 中間とりまとめの内容に賛成の御意見と理解します。 

６ 

２（３） 

電子縦覧 

 

 方法書、準備書、評価書及び事後調査報告書について、

事業者のウェブサイトへの掲載による公表を義務付ける

ことについては賛成である。 

 ただし、意見の提出期間について、膨大な準備書等（例

えば、500 頁以上）については意見の提出期間を延長す

る特例（例えば、縦覧期間の満了後２週間を90日に延長

するなど）を設けるべきである。 

 

 電子縦覧について、中間とりまとめの内容に賛成の御

意見と理解します。 

 意見提出期間については、法と同様に十分な期間が設

定されており、現行どおりで適当と考えます。 

 

７ 

 工事が長期間に及ぶ場合には、事後調査を工事中と存

在・供用時に区分し、施設の一部供用を開始する際に事

後調査計画書を提出し、事後調査を開始する仕組みとす

ること。さらに、施設の一部供用が長期間に及ぶ場合等

にも調査を行いその結果を報告すること。 

 

 条例では、環境影響評価において、その調査、予測及

び評価の不確実性を補う等の観点から、評価書に記載さ

れた事後調査の計画に基づき、工事の実施中及び供用開

始後において事後調査を行い、報告書を作成し、公告・

縦覧することとされており、中間とりまとめのとおり、

現行の手続を維持することが適当と考えます。 

 

８ 

２（４） 

事後調査 

 

 道路騒音や排ガスは予測方法が確立しているため事後

調査を行わないが、現実には、交通量や走行速度が予測

条件と大きく異なり、予測と食い違う例が多い。このた

め、事後調査を行うべき項目は環境影響評価を行った全

ての項目とする規定を設けることが必要である。 

 

 事後調査は、調査、予測及び評価の不確実性を補う等

を目的に行われるものであり、その結果により環境保全

措置の追加や修正等が行われるものとして位置付けられ

ています。このため、調査は、これらに該当する項目に

ついて行われます。 
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番号 該 当 項 目 意見の概要 部会の考え方 

９ 

 全ての事後調査報告書を愛知県環境影響評価審査会に

報告するよう改正すべきである。 

 また、条例第30条第 5項「知事は、報告書の送付を受

けた場合で、必要があると認めるときは、愛知県環境影

響評価審査会の環境の保全の見地からの意見を聴いた上

で、事業者に対し、環境の保全について必要な措置を講

ずることを書面により求めることができる。」の「必要が

あると認めるとき」の判断基準を作成し公表すべきであ

る。 

 

 知事は、事後調査報告書の送付を受けた場合、その内

容について審査し、環境保全措置等について追加や修正

等、必要な措置を事業者に求める必要があると判断した

場合は、その内容について、学識経験のある専門家で構

成する審査会の意見を聴くこととなっています。 

１０ 

２（５）ア 

条例の対象事業の現

状 

 

 最近の環境問題の主なものとして、住宅街での道路建

設があることから、道路に係る条例対象事業の規模を「2

車線以上であり、かつ、長さが 500 メートル以上である

もの（都市計画決定後 20 年以上経過した道路を含む）」

に改正すべきである。 

 

 条例では、規模が大きく環境影響の程度が著しいもの

となるおそれのある事業をその対象としており、規模に

ついては、法の第二種事業の下限を参考にしつつ、地域

特性や環境の状況等を勘案して定められています。これ

まで条例が円滑に施行されている状況を鑑みれば、その

規模は適正であると考えています。 
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番号 該 当 項 目 意見の概要 部会の考え方 

１１ 

 条例の規定を適用除外とする対象として「災害の復旧

又は防止のため緊急に実施する必要があると知事が認め

る事業」を追加することについては、反対である。東日

本大震災の災害廃棄物広域処理のための施設は、環境へ

の影響を及ぼす恐れの高い事業であり、これらを環境影

響評価制度の対象外としてまで強行することは許されな

い。 

 

 

 

 

１２ 

２（６） 

大規模災害発生時の

対応 

 条例の規定を適用除外とする対象として「災害の復旧

又は防止のため緊急に実施する必要があると知事が認め

る事業」を追加することについては、平成24年 3月に策

定された「愛知県廃棄物処理計画（平成 24 年度～28 年

度）」を合理的な理由で根本的に変更できる可能性がない

ため反対である。この計画においては、県外の災害廃棄

物を受け入れることまでは想定されていない。 

 

 大規模災害発生時における災害の復旧や防止の事業に

ついて、災害対策基本法等が適用された場合は、条例第

41 条の規定により環境影響評価の手続が免除されます

が、適用されない場合は環境影響評価の手続が課され、

緊急に実施できない可能性があります。 

 本県は、東海地震、東南海地震等の大規模地震の発生

が高い確率で危惧されており、大規模災害が発生した場

合に備えて、その復旧や防止のために緊急に実施する必

要があると知事が認める事業を適用除外としておくこと

が適当と考えます。 

 なお、中間とりまとめは、こうした一般の枠組を設け

る必要性を明らかにするものです。 

 また、愛知県廃棄物処理計画は、今後の本県における

廃棄物対策の基本的な方向性を示すものであります。 

このため、災害時に備えた廃棄物処理体制の構築につ

いては整理していますが、具体的な災害廃棄物等の受入

について定めるものではありません。 
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番号 該 当 項 目 意見の概要 部会の考え方 

１３ 

 条例の規定を適用除外とする対象として、「災害の復

旧又は防止のため緊急に実施する必要があると知事が認

める事業」を追加する方針について、『大規模災害が発

生した際に、別の場所で、その復旧又は防止のために新

たな事業を緊急に行う必要が生じた場合に、新たな環境

影響が生じる事業については、適用除外とならない可能

性がある。』との理由であるが、予防事業についてはさ

まざまな方法が採用できる可能性にも鑑みて、 

・対象とする大規模災害 

・緊急の期間判断 

・事業内容の適否判断 

 等をあらかじめ何らかの形で定めておくことが望まし

い。 

 

 対象とする大規模災害をあらかじめ定義付けることは

困難であると考えます。したがって、「災害の復旧又は防

止のため緊急に実施する必要があると知事が認める事

業」と追加することで、現時点では想定できない大規模

災害等に対しても柔軟に対応できるものと考えます。 

１４ 

今後の環境影響評価

制度の手続イメージ 

 配慮書手続の新規導入により、環境影響評価の手続期

間が延びることになる。事業者の負担を軽減するため、

配慮書の手続期間は極力短くする方向で検討願いたい。 

配慮書手続において配慮書等を公表し、意見を聴取す

ることは、地域の有益な環境情報の収集に資するもので

ありますので、公表や意見聴取には適切な期間を設定す

る必要があると考えます。 

１５ 

その他 愛知県の環境を永久に汚染させる汚染瓦礫の受け入れ

に反対します。 

 

 中間とりまとめは、環境影響評価制度のあり方を検討

するものであり、これに対する御意見ではないと理解し

ます。 

 


